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「建設コンサルタント業務等の入札・契約手続の運用について」の

一部改正について

電子入札システムにより建設コンサルタント業務等の調達手続を行う場合の、受

注意思の確認に係る受発注者双方の事務負担の軽減及び建築士事務所の開設者がそ

の業務に関して請求することのできる報酬の基準について、昭和54年建設省告示第

1206号が廃止され、平成21年１月７日付け国土交通省告示第15号において定められ

たことを踏まえて、今般、「建設コンサルタント業務等の入札・契約手続の運用につ

いて」（平成12年12月６日付け建設省厚契発第43号、建設省技調発第191号、建設省

営建発第70号）の一部を下記のとおり改正することとしたので、遺漏なきよう措置

されたい。

記

記４(1)②及び記８(3)中、「昭和54年建設省告示1206号」を「平成21年国土交通省

告示第15号」に改める。

記５に(3)として次のように加える。

(3) (1)及び(2)の手続（標準プロポーザル方式の場合にあっては、特定手続通

達記２(2)の技術提案書の提出意思の確認を含む。）は、電子入札システムに

より調達する場合には、「電子入札運用基準について」（平成15年３月31日付

け国地契第113号、国官技第368号、国営計第194号。以下「運用基準」という。）

８－５に定める業者からのＩＣカードの指定に係る手続をもって、これに代

えることができる。ただし標準プロポーザル方式の場合にあっては、運用基



準８－５の手続において、随意契約の相手方として決定されるまでは参加辞

退ができること及び参加辞退を理由として以後の選定等については不利益な

取扱いとしないことを明示すること。

別紙６－３「標準プロポーザル方式の技術提案書提出要請書例（建築関係建設コ

ンサルタント業務の場合）」の「○○○○設計業務技術提案書提出要請書」１．3)注

※３中の表を次のように改める。

分担業務分野 業務内容

建 築 平成21年国土交通省告示第15号別添一第１項第一号及び第二号

において示される「設計の種類」における「総合」

構 造 同上「構造」

電 気 同上「設備」のうち、「電気設備」に係るもの

機 械 同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」、「空調換気設備」及

び「昇降機等」に係るもの

別紙７－３「公募型及び簡易公募型プロポーザル方式の説明書例（建築関係建設

コンサルタント業務の場合）」の「○○○○設計業務説明書」１．3)注※３中の表を

次のように改める。

分担業務分野 業務内容

建 築 平成21年国土交通省告示第15号別添一第１項第一号及び第二号

において示される「設計の種類」における「総合」

構 造 同上「構造」

電 気 同上「設備」のうち、「電気設備」に係るもの

機 械 同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」、「空調換気設備」及

び「昇降機等」に係るもの

附 則

この通知は、平成22年７月30日から施行する。


